
低入札価格調査制度対象工事の状況（総括表）

１　概要

（調査対象工事）

　（平成30年12月１日～平成31年３月31日）　

件数・当初契約額

件数 当初契約額（千円）

普通会計
1 976,800

特別会計（医療局）
0 0

特別会計（企業局）
0 0

計
1 976,800

　（平成31年４月１日～令和元年７月31日）　

件数・当初契約額

件数 当初契約額（千円）

普通会計
1 535,000

特別会計（医療局）
0 0

特別会計（企業局）
0 0

計
1 535,000

区分

区分

　低入札価格調査制度に関する事務処理要領第7の規定に基づき　低入札価格調査対象者の入札
価格によって、契約内容に適合した履行がされるかどうかを判断するため書類審査及び聞き取り調査
を行うもの。

　予定価格５億円以上の工事。ただし、東日本大震災津波に係る復旧・復興工事や平成28年度台風
第10号等に伴う災害復旧事業の工事はＷＴＯ対象（22憶９千万円)以上。
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　（平成30年12月１日～平成31年３月31日）　
予 定 価 格 （ 税 抜 ）

公告日 調査基準価格（税抜）

対 予 定 価 格 率

失格基準価格（税抜）

開札日 ※（　）書きは調査基準価
格を上回る場合

976,800,000円 880,100,000円 90.10% 976,800,000円

908,126,237円
日本住宅㈱・㈱司
組特定共同企業
体

保留失格
㈱高光建設・㈱
熊谷工務店特定
共同企業体

92.96% 880,100,000円 H31.2.7

-

　（平成31年４月１日～令和元年７月31日）　
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予 定 価 格 （ 税 抜 ）

公告日 調査基準価格（税抜）

対 予 定 価 格 率

失格基準価格（税抜）

開札日 ※（　）書きは調査基準価
格を上回る場合

581,648,000円 508,500,000円 87.42% 535,000,000円

529,650,888円 ㈱小田島組 保留失格 宇部建設㈱
91.06% 518,585,000円 R1.6.4

518,284,298円

4者 100.00%

H31.1.30低入札価
格調査審査会開催

H31.1.8

福祉型障害児入所
施設・障害者支援
施設（盛岡地区）改
築（建築）工事

新築建物：鉄筋コンク
リート造・地上１階　建築
面積4,159.39㎡、延床面
積3,988.66㎡
改修建物：鉄骨造・地上
１階　建築面積71.28㎡、
延床面積68.04㎡
外構工事：区画線工、縁
石、桝、側溝、アスファル
ト舗装、フェンス、植栽等

建築
一式

障がい
保健福
祉課

H30.11.30

落札率 摘 要
低入札調査対象者 判 定

落　 札　 者
落札決定日

6者

低入札価格調査制度対象工事の状況

【普通会計】

工 事 名 工種 所管課

入札
参加
申請
者数

入札
参加
者数

最低入札額（税抜） 応札率 　落札金額（税抜）

11者

工 事 名 工種 所管課

入札
参加
申請
者数

入札
参加
者数

　落札金額（税抜）

落札率 摘 要

低入札調査対象者 判 定
落　 札　 者
落札決定日

応札率最低入札額（税抜）

91.98%

R1.5.30低入札価
格調査審査会開催

R1.5.14

主要地方道一関北
上線柵の瀬橋旧橋
撤去(下部工)工事

橋長219ｍ、A1橋台撤
去工306㎥、A2橋台撤
去工281㎥、P1橋脚撤
去工524㎥、P2橋脚撤
去工471㎥

土木
道路建
設課

H31.4.5

13者



指名停止等の措置状況一覧表　
  

 【指名停止：５件】  （期間：平成30年12月１日～平成31年３月31日）

№ 業者名
本社
所在地

該当事項 指名停止の理由

1 （株）佐々忠 大船渡市

H31．1．24
～

R２．１．23
（12月）

贈賄

【別表第２、１該
当】

　平成31年１月17日、当該会社の代表取締役
が、大船渡市発注の簡易水道事業業務委託に
関し、贈賄の容疑で岩手県警察に逮捕されたこ
とによる。

2 髙惣建設（株） 奥州市
H31．２．８

～
H31．３．７

（１月）

工事関係者事故
（軽傷者1名）

【別表第１、７(１）-
（１）該当】

　平成30年10月19日、県南広域振興局長発注
の「一般国道397号小谷木橋地区道路改良工
事」において、工事の安全管理の措置が不適
切であったため、作業員１名が軽傷を負ったこ
とによる。

3 （株）小松組 大船渡市

H31．３．12
～

R1．５．11
（２月）

不正又は不誠実
な行為

（他法令違反）

【別表第２、５(１）-
ウ該当】

　平成28年12月27日、当該会社及び当該会社
の社員が、海洋汚染等及び海上災害の防止に
関する法律違反の罪により大船渡区検察庁か
ら起訴されたことによる。

4 刈屋建設（株） 宮古市
H31．３．12

～
R1．５．11

（２月）

工事関係者事故
（重傷者1名）

【別表第１、７(１）-
（２）該当】

　平成30年６月16日、沿岸広域振興局長発注
の「一般国道340号和井内３号橋ほか１橋橋梁
下部工工事」において、工事の安全管理の措
置が不適切であったため、作業員１名が重傷を
負ったことによる。

5 舘沢電気（株） 盛岡市
H31．４．２

～
R1．６．１

（２月）

契約違反
（履行不能による
契約解除）

【別表第１、４（３）-
ア該当】

　医療局長発注の「岩手県立釜石病院低圧分
電盤更新工事」において、工事請負契約書に
規定された受注者の解除権に基づかず履行不
能届が提出され契約解除に至ったことによる
（工事請負契約書別記第45条第１項違反）。

 【文書警告：0件】    

 【文書注意：0件】    

指名停止期間
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指名停止等の措置状況一覧表　
  

 【指名停止：５件】  （期間：平成31年４月１日～令和元年７月31日）

№ 業者名
本社

所在地
該当事項 指名停止の理由

1 (株)フソウ 香川県
H31．４．16

～
R２．４.15

（12月）

談合

【別表第２、３該
当】

　平成31年４月３日、当該会社の社員が、福岡
県築上町発注のし尿処理施設建設工事に関
し、談合の容疑で福岡県警察に逮捕されたこと
による。

2 (株)安藤・間 東京都
H31．４．24

～
R1．６.23

（２月）

不正又は不誠実
な行為

（他法令違反）

【別表第２、５(１）-
ウ該当】

　平成31年４月３日、当該会社の社員が、業務
上過失致死罪により福岡簡易裁判所から略式
命令を受けたことによる。

3 豊国工業（株） 広島県
R1．５．15

～
R１．11.14

（６月）

不正又は不誠実
な行為

（他法令違反）

【別表第２、５(１）-
キ該当】

　平成31年４月10日、当該会社の社員が、国土
交通省中国地方整備局発注の「土師ダム利水
放流設備点検用ゲート設置工事」において、業
務上過失致死罪により可部簡易裁判所から略
式命令を受けたことによる。

4 ニチレキ（株） 東京都
R1．６．27

～
R1．12．26

（６月）
※

独占禁止法違反

【別表第２、２（１）、
（２）該当】

　令和元年６月20日、当該会社が、舗装用改質
アスファルトの販売分野における競争を実質的
に制限していたことにより、私的独占の禁止及
び公正取引の確保に関する法律第３条の規定
に違反したとして、公正取引委員会から排除措
置命令及び課徴金納付命令を受けたことによ
る。

月島テクノメンテ
サービス(株)

東京都

石垣メンテナンス
(株)

東京都

 【文書警告：0件】    

 【文書注意：0件】    

5

指名停止期間

R1．７．22
～

R2．１．21

（６月）
※

独占禁止法違反

【別表第２、２（１）、
（２）該当】

　令和元年７月11日、当該会社が、東京都発注
の浄水場排水処理施設運転管理作業に関し、
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する
法律第３条の規定に違反したとして、公正取引
委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令
を受けたことによる。

※ 課徴金減免制度適用：期間短縮1/2　（措置基準第５第３項）
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資料№８ 

抽出工事一覧表 

一般競争入札・条件付一般競争入札〔予定価格１億円以上〕 

入 札 方 式 工  事  名 
工 事 一 覧 表 
掲 載 場 所 

事 業 
所 管 課 

抽 出 理 由 

一般競争

入 札 

大船渡港永浜地区海

岸防潮堤（その２）

工事 

資料№３-１ 

1/21 頁 

№1 

河川課 

・総合評価落札方式（施工体制 

 確認型） 

・予定価格が最も高い 

・落札率が最も高い 

・地区：本庁地区 

・工種：土木工事 

条 件 付 

一般競争

入 札 

一般国道３４３号藤

橋塗装塗替（その２）

工事 

資料№３-１ 

3/21 頁 

№37 

県南局 

土木部 

・総合評価落札方式（簡易２型） 

・落札率が低い 

・地区：県南局本局 

・工種：塗装工事 

 

条件付一般競争入札〔予定価格１億円未満〕 

入 札 方 式 工  事  名 
工 事 一 覧 表 
掲 載 場 所 

事 業 
所 管 課 

抽 出 理 由 

条 件 付 

一般競争

入 札 

岩手県立磐井病院・

南光病院屋上防水改

修工事 

資料№４-２ 

2/2 頁 

№6 

医療局 

・価格競争方式 

・予定価格が高い 

・低入札落札（落札率 87.12％） 

・地区：医療局 

・工種：防水工事 

 

随意契約〔予定価格２５０万円超〕 

入 札 方 式 工  事  名 
工 事 一 覧 表 
掲 載 場 所 

事 業 
所 管 課 

抽 出 理 由 

随意契約 
一般国道 107 号美土

里橋橋梁補強工事 

資料№３-１ 

20/21 頁 

№27 

大船渡 

土木セ 

ンター 

・予定価格が高い 

・請負率が高い（99.99％） 

・地区：大船渡地区 

・工種：鋼橋上部工工事 
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別紙様式５（その 1） 

抽 出 事 案 説 明 書 

（担当部局名：総務部総務室） 

入 札 方 式 施工体制確認型総合評価落札方式一般競争入札（混合入札対象工事・契約後ＶＥ対象工事） 

工 事 名 大船渡港永浜地区海岸防潮堤（その２）工事 

工 事 種 別 土木一式工事 

工 事 概 要 

施工延長 493.9ｍ 

１工区（現場打ちＬ型防潮堤 110.4ｍ、陸閘１基）130.4ｍ、２工区（現場打ち逆Ｌ型防潮

堤）125.3ｍ、３工区（１列杭式防潮堤）238.2ｍ 

入 札 参 加 

資 格 

 
１ 施工形態 ２者の構成員からなる任意に結成された特定共同企業体（以下「ＪＶ」と

いう。）（最低出資比率 30％以上）又は単者 

２ 個別要件  ※単者の要件は、２者ＪＶ代表者に同じ。 

条              件 

格 付 ・ 許 可 土木一式工事    特定建設業許可 

地 域 代表者及び非代表者とも付さない 

施
工
実
績 

期 間 平成 15 年４月１日～平成 30年９月 28日 

工 事 

内 容 

代表者は海岸構造物工事（堤防、高潮堤、突堤、護岸、離岸堤、緩

傾斜護岸、消波堤、高潮防波堤、津波防波堤又は人工リーフのいず

れかを含むものに限る。）を施工した実績 

非代表者は付さない 

形 態 
代表者は元請（ＪＶ施工の場合は代表者として施工したもの） 

非代表者は付さない 

技
術
者 

資 格 

代表者及び非代表者とも、１級土木施工管理技士又はこれと同等以

上の資格を有する者で、監理技術者にあっては、土木工事業に関す

る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（監理技術者講習

修了履歴）を有する者 

経 験 

代表者は、元請として海岸構造物工事（堤防、高潮堤、突堤、護岸、

離岸堤、緩傾斜護岸、消波堤、高潮防波堤、津波防波堤又は人工リ

ーフのいずれかを含むものに限る。）を施工した経験 

非代表者は付さない 

経営事項審査結
果に係る総合評
定値（土木一式工
事） 

代表者は 1,200 点以上 

非代表者は 850 点以上 

 

資料№９ 
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入札参加資

格設定の経

緯及び理由 

１ 施工形態 

「特定県営建設工事の請負契約に係る競争入札参加者の資格等に関する取扱要領」第

３では構成員は３者以内を原則としており、ＷＴＯ対象の防潮堤工事の施工形態は平成

24 年度から 25 年度まで３者ＪＶとしていたが、同種工事における申請者数の減少から

平成 26 年３月 19 日の審議会で了承を得て２者ＪＶに緩和した。しかし、申請者が増加

しなかったため、平成 26 年６月 11 日の審議会で了承を得て、さらに緩和した「２者Ｊ

Ｖ又は単者」としたことで、申請者数が増加したことから当該案件においても「２者Ｊ

Ｖ又は単者」の混合入札とした。 

２ 個別要件 

 (1) 地域要件 

   特定調達契約に係る一般競争入札であることから、地域要件は付さない。 

 (2) 施工実績要件 

  ア ＷＴＯ対象の防潮堤工事の代表者の施工実績については、平成 24年度に国のＷＴ

Ｏ案件の海岸構造物の工事を参考に設定し、以降、同種工事については、同様に設

定している。 

    また、非代表者は、原則として代表者に求める施工実績の２分の１程度以上の数

量又は施工工法等の施工実績若しくは付さないとしているが、県内業者が広く参入

できるよう施工実績は付さないこととした。 

  イ 受注形態は、設定基準別紙４の注６及び過去の同種工事の事例を参考に、代表者

は元請（ＪＶ施工の場合は代表者）とし、非代表者は県内業者が広く参入できるよ

う付さないこととした。 

 (3) 技術者資格要件 

  ア 設定基準別紙４の２(2)①及び過去の事例を参考に、代表者及び非代表者共に１級

土木施工管理技士及び監理技術者資格を有する者とした。 

  イ 技術者の施工経験は、設定基準別紙４の２(2)①の※印４及び過去の事例を参考

に、代表者は、企業としての施工実績と同様の施工経験とし、非代表者は、上記(2)

ア同様、付さないこととした。 

 (4) 経営事項審査結果に係る総合評価値 

   過去の同種工事の事例を参考に、代表者は 1,200 点以上とし、非代表者は 850 点以

上とした。 

入 札 参 加 
資 格 確 認 
申 請 者 数 

16 ＪＶ（者） （参入見込： 47 ＪＶ（者）） 

 

入札参加者数 

 

15 ＪＶ（者） 無資格者数  なし 

 

契 約 金 額 

 

2,682,763,200 円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税額 198,723,200 円） 

 

無資格理由の説明（無資格とされ

た業者がある場合のみ記入） 
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入札の経緯

及 び 結 果 

１ 要件設定審議会 省略   

２ 公告 平成 30 年  9 月 7 日 

３ 参加申請・技術提案書の受付期限 平成 30 年  9 月 28 日 

４ 資格基本事項確認通知 平成 30 年  10 月 1 日 

５ 入札 平成 30 年  10 月 22 日 

６ 開札 平成 30 年  10 月 23 日 

７ 落札決定 平成 30 年  10 月 30 日 

８ 仮契約締結 平成 30 年  11 月 22 日 

９ 契約締結 平成 30 年  12 月 13 日 
 



１　工事概要

(1) 工事番号 30-1-0605-00024

(2) 工事名 大船渡港永浜地区海岸防潮堤（その２）工事

(3) 工事場所 岩手県大船渡市赤崎町字永浜地内

(4) 工事概要

(5) 工　　期 1,110日間

(6) 設計金額 （税込） 2,982,428,640 円 （税抜） 2,761,508,000 円

２　競争参加資格

２者ＪＶ(最低出資比率30％)又は単者

条 件

～

条 件

※　その他要件

　・　総合評価（施工体制確認型：加算点20点）

　・　契約後ＶＥ対象工事

　・　東日本大震災津波の復旧復興工事：「該当」

　・　特定共同企業体の構成員は、当該特定共同企業体以外の特定共同企業体の構成員及び単者として本件入札に
　　参加することはできないこと。

非
　
　
代
　
　
表
　
　
者

資格・許可 土木一式工事 特定建設業許可

経審点 850点以上

施
　
工
　
実
　
績

期　　間 なし

工事内容 なし

形　　態 なし

技
　
術
　
者

(2) 個別要件

入札参加申請期限の日

資　　格

形　　態 元請（特定共同企業体の構成員として施工した工事については、代表者として施工したものに限る。）

技
　
術
　
者

資　　格

専任配置
１級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること 。
監理技術者にあっては、土木工事業に関する監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（監理技術者講習
修了履歴）を有する者であること。

経　　験
元請として海岸構造物工事（堤防、高潮堤、突堤、護岸、離岸堤、緩傾斜護岸、消波堤、高潮防波堤、津波防波堤
又は人工リーフのいずれかを含むものに限る。）を施工した経験を有する者であること。

専任配置
１級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること 。
監理技術者にあっては、土木工事業に関する監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（監理技術者講習
修了履歴）を有する者であること。

工事内容
海岸構造物工事（堤防、高潮堤、突堤、護岸、離岸堤、緩傾斜護岸、消波堤、高潮防波堤、津波防波堤又は人工
リーフのいずれかを含むものに限る。）を施工した実績を有すること（特定共同企業体の構成員として施工した工事
については、代表者として施工したものに限る。）。

経　　験 なし

一般競争入札要件設定一覧

施工延長493.9メートル
１工区（現場打ちＬ型防潮堤110.4メートル、陸閘１基）　130.4メートル
２工区（現場打ち逆Ｌ型防潮堤）　125.3メートル
３工区（１列杭式防潮堤）　238.2メートル
鋼管杭（CJV工法84本、回転圧入工法200本）　284本
場所打ち杭（Φ1,200ミリメートル）　83本

(1) 施工形態

Ｊ
Ｖ
代
表
者
・
単
者

資格・許可 土木一式工事 特定建設業許可

経審点 1,200点以上

施
　
工
　
実
　
績

期　　間 平成15年4月1日
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工事名　大船渡港永浜地区海岸防潮堤（その２）工事

 １　ＪＶ代表者又は単者

WTO資格 経審点 県内 県外 計

(1)
土木一式
工事

1,200点
以上

海岸構造物工事（堤防、高潮堤、突堤、
護岸、離岸堤、緩傾斜護岸、消波堤、高
潮防波堤、津波防波堤又は人工リーフの
いずれかを含むものに限る。）を施工した
実績を有すること。

元請
（JV代表者）

4 45 49 ○

 ２　ＪＶ非代表者

WTO資格 経審点 県内 県外 計

(1)
土木一式
工事

850点
以上

なし 73 71 144 ○

 最大参入見込数　47JV（単者の場合47者）

 ※　実績は過去15年間の実績であること。

 ※　実績者数は、CORINS及び施工実績データにおいて工事概要が確認できた者の数であること。

 ※　指名停止中の者、破産等経営状況が不健全な者は実績者から除いたものであること。

項
目
等

項
目
等

WTO一般競争入札参加見込表

備考
条件 実績者数

案
施工実績

案 備考
施工実績

条件 実績者数
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 次のとおり一般競争入札に付する。 

 なお、この公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達に係るものである。 

  平成30年９月７日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

１ 工事概要 

(１) 工事名 大船渡港永浜地区海岸防潮堤（その２）工事 

(２) 工事場所 岩手県大船渡市赤崎町字永浜地内 

(３) 工事内容 

ア 施工延長 493.9メートル 

イ １工区（現場打ちＬ型防潮堤110.4メートル、陸閘１基） 130.4メートル 

ウ ２工区（現場打ち逆Ｌ型防潮堤） 125.3メートル 

エ ３工区（１列杭式防潮堤） 238.2メートル 

(４) 工期 1,110日間 

(５) 使用する主要な資機材 

ア 鋼管杭（ＣＪＶ工法84本、回転圧入工法200本） 284本 

イ 場所打ち杭（Φ1,200ミリメートル） 83本 

(６) 入札方式 本工事は、価格その他の条件が県にとって最も有利なものをもって入札した者を落札者とする総合評価落札方

式のうち、品質確保のための体制その他の施工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実に実現することができるかどうかに

ついて審査し、評価を行う施工体制確認型総合評価落札方式の試行工事である。 

(７) 予定価格 2,761,508,000円（税抜） 

(８) その他 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事である。 

２ 入札参加資格 

(１) ２者の構成員からなる任意に結成された特定共同企業体又は単体有資格者であること。 

(２) 特定共同企業体の各構成員又は単体有資格者は、次に掲げる要件を満たしていること。ただし、単体有資格者にあっては

、シの要件を除く。 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項及び第２項各号の規定のいずれにも該当しない者であるこ

と。 

イ 建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第３条第１項の規定による許可を受けていること。 

ウ 法第27条の23第２項に規定する経営事項審査（以下「経営事項審査」という。）を受けていること。 

エ 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがなさ

れている者（同法第33条第１項の規定による再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第

154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがなされている者（同法第41条第１項

の規定による更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

オ 破産法（平成16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立てをしている者又は破産手続開始の申立てがなされている者

でないこと。 

カ 岩手県暴力団排除条例（平成23年岩手県条例第35号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又

はこれらと密接な関係を有する者でないこと。 

キ 特定調達契約に該当する県営建設工事の請負契約に係る一般競争入札参加者の資格等に関する規程（平成８年岩手県告示

第427号）第３条第２項の審査を受け、土木一式工事の資格基準に適合すると認められている者（以下「資格登録者」とい

う。）であること。 

ク 特定調達契約に係る一般競争入札参加申請書（以下「申請書」という。）の提出の日から落札決定の日までの間に、岩手
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県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

ケ 入札に参加しようとする者のうちに資本関係又は人的関係がある者がいないこと（資本関係又は人的関係がある者同士が

、１つの特定共同企業体を任意に結成している場合を除く。）。 

コ １に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本関係若しくは人的関係がある者でないこと。 

サ 申請書の提出の日から落札決定の日までの間に、１に示した工事の請負に必要とされる建設工事の種類について、法第28

条第３項又は第５項の規定に基づき営業の停止（１に示した工事の入札の参加又は受注を禁止する内容を含まないものを除

く。）を命ぜられた者にあっては、当該営業の停止の期間が経過している者であること。 

シ 特定共同企業体の構成員は、当該特定共同企業体以外の特定共同企業体の構成員として本件入札に参加することはできな

いこと。 

(３) 特定共同企業体の代表となる構成員（以下「代表者」という。）又は単体有資格者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

る者であること。ただし、単体有資格者にあっては、オの要件を除く。 

ア 平成15年４月１日以降に、元請として海岸構造物工事（堤防、高潮堤、突堤、護岸、離岸堤、緩傾斜護岸、消波堤、高潮

防波堤、津波防波堤又は人工リーフのいずれかを含むものに限る。）を施工した実績を有すること（特定共同企業体の構成

員として施工した工事については、代表者として施工したものに限る。）。 

イ 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を１に示した工事に専任で配置することができること。 

(ア) １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

(イ) 平成15年４月１日以降に、元請として海岸構造物工事（堤防、高潮堤、突堤、護岸、離岸堤、緩傾斜護岸、消波堤、

高潮防波堤、津波防波堤又は人工リーフのいずれかを含むものに限る。）を施工した経験を有する者であること。 

(ウ) 監理技術者にあっては、土木工事業に関する監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（監理技術者講習修了履

歴）を有する者であること。 

(エ) 代表者又は単体有資格者が、入札書の提出の日において雇用している者であること。 

ウ 土木一式工事に係る経営事項審査の結果に係る総合評定値が1,200点以上であること。 

エ 法に基づき土木工事業の特定建設業許可を受けていること。 

オ 構成員のうちで出資比率が最大であること。 

(４) 特定共同企業体の代表とならない構成員（以下「非代表者」という。）は、次に掲げる要件を全て満たしている者である

こと。 

ア 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を１に示した工事に専任で配置することができること。 

(ア) １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

(イ) 監理技術者にあっては、土木工事業に関する監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（監理技術者講習修了履

歴）を有する者であること。 

(ウ) 非代表者が、入札書の提出の日において雇用している者であること。 

イ 土木一式工事に係る経営事項審査の結果に係る総合評定値が850点以上であること。 

ウ 法に基づき土木工事業の特定建設業許可を受けていること。 

エ 出資比率が30パーセント以上であること。 

３ 総合評価に関する事項 

(１) 評価項目 １に示した工事の総合評価は、次のアの技術提案を受け付け、ア及びイ並びに価格を総合的に評価して落札者

を決定するものとする。 

ア 品質等を高めるための技術提案（個別の提案課題） 

  施工期間中に生じるコンクリートのひび割れ防止に係る品質確保の工夫について 

イ 施工体制 

(ア) 品質の確保の実効性 
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(イ) 施工体制の確保の確実性 

(２) 技術提案書の提出 (１)アの技術提案に係る総合評価技術提案書を４(４)に示した申請書等の提出と同時に提出すること

。なお、総合評価技術提案書を提出することができない場合は、入札に参加することができない。 

(３) ヒアリングの実施 

ア 技術提案の内容について、ヒアリングは、実施しない。 

イ 開札後、予定価格の制限の範囲内の価格で入札した者に対して、必要に応じて施工体制の確認のためのヒアリングを実施

する。なお、ヒアリングを実施する場合は、追加で資料の提出を求めることがある。 

(４) 総合評価の方法 

ア 評価値を次の算定式により算定するものとする。 

  評価値＝（標準点＋加算点＋施工体制評価点）÷入札価格 

イ 標準点は、入札説明書に記載された要求要件を実現することができる場合に与える点数とし、その配点を100点とする。 

ウ 加算点は、技術提案の内容に応じて与える点数とし、その配点を20点とする。なお、施工体制評価を踏まえた補正を行う

ものとする。 

エ 施工体制評価点は、入札説明書に記載された要求要件を実現することができる確実性の高さに対して与える点数とする。

その配点は、30点とし、次の項目ごとにそれぞれ15点とする。 

(ア) 品質の確保の実効性 

(イ) 施工体制の確保の確実性 

４ 入札手続等 

(１) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 郵便番号020-8570 岩手県盛岡市内丸10番１号 岩手県総務

部総務室入札担当 電話番号019-629-5058 

(２) 入札等の方法 本件入札は、申請書の受付、入札等を岩手県電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）に

より行う。なお、電子入札システムにより難いときは、紙入札参加承諾願をあらかじめ知事に提出し、承諾を得なければなら

ない。 

(３) 入札説明書の交付 平成30年９月７日(金)から同年10月23日(火)までの岩手県の休日に関する条例（平成元年岩手県条例

第１号）に規定する県の休日（以下「休日」という。）を除く日の午前９時から午後５時まで入札情報公開サービス又はホー

ムページ（http://www.pref.iwate.jp/nyuusatsu/kouji/index.html）に掲載すること。なお、本件入札に参加の申請をしよ

うとする場合は、ホームページを確認し、最新の入札説明書及び関係様式を使用すること。 

(４) 申請書等の提出期間、提出場所及び提出方法 

ア 本件入札への参加の申請をする者は、申請書を提出すること。 

イ 特定共同企業体として本件入札への参加の申請をする者は、アの申請書のほか、特定県営建設工事共同企業体入札参加資

格審査申請書及び特定共同企業体協定書の写しを提出すること。 

ウ 電子入札システムにより参加する場合は、平成30年９月７日(金)から同月28日(金)までの休日を除く日の午前９時から午

後５時まで（ただし、同月28日(金)にあっては、正午まで）に申請書、特定県営建設工事共同企業体入札参加資格審査申請

書及び特定共同企業体協定書の写し並びに３(２)の技術提案書（以下「提出書類」という。）を電子入札システムにより提

出すること。なお、電子ファイルの容量の上限は、２メガバイトであり、この容量を超えるときは(１)の問合せ先にあらか

じめ連絡し、申請書を電子入札システムで提出した上で、同日正午までに申請書以外の提出書類を書面により(１)の場所に

持参し、又は到達するよう書留郵便により提出すること。 

エ 電子入札システムにより難く、紙入札参加承諾願をあらかじめ知事に提出し、承諾を得た場合は、平成30年９月７日(金)

から同月28日(金)までの休日を除く日の午前９時から午後５時まで（ただし、同月28日(金)にあっては、正午まで）に提出

書類を書面により(１)の場所に持参し、又は到達するよう書留郵便により提出すること。 

オ 知事に提出された提出書類は、返却しない。また、平成30年９月28日(金)正午を経過した時以後は、提出書類の全部又は
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一部の差替え又は再提出は認めない。 

(５) 工事費内訳書 入札参加者は、入札書に記載する入札金額に係る数量、単価及び金額を明らかにした工事費内訳書を作成

すること。 

(６) 入札書の提出場所及び提出方法 

ア 電子入札システムにより提出する場合は、平成30年10月22日(月)午前９時から午後５時までに(５)の工事費内訳書を添付

して電子入札システムにより提出すること。 

イ 電子入札システムにより難く、紙入札参加承諾願をあらかじめ知事に提出し、承諾を得た場合であって、持参により書面

で提出するときは、平成30年10月22日(月)午後５時までに(５)の工事費内訳書を添付して(１)の場所に提出すること。 

ウ 電子入札システムにより難く、紙入札参加承諾願をあらかじめ知事に提出し、承諾を得た場合であって、郵送により書面

で提出するときは、平成30年10月22日(月)午後５時までに(５)の工事費内訳書を添付して(１)の場所に到達するよう書留郵

便により提出すること。 

エ 提出した入札書及び工事費内訳書は、書換え、引換え又は撤回をすることができないこと。 

オ 提出の期限を過ぎて到達した入札書及び工事費内訳書は、受け付けないこと。 

(７) 開札の日時及び場所 平成30年10月23日(火)午後１時30分に(１)の場所で行うこと。 

５ その他 

(１) 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

(２) 手続における交渉の有無 無 

(３) 資格登録者でない者の参加 申請書等を提出することができること。この場合における入札参加資格の確認は、２(１)並

びに２(２)ク及びケの要件についてのみ行うこととし、その確認により入札参加資格があるとされた者が次のア又はイのいず

れかに該当する場合は、入札参加資格があるとした確認は取り消すこと。 

ア 開札の時において資格登録者でないこと。 

イ 開札の後に行う入札参加資格の審査により２に示した入札参加資格の要件の全てを満たしていないことが判明すること。 

(４) 入札の無効 ２に示した入札参加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載をした者のした入札その他入札に関す

る条件に違反した入札は、無効とする。 

(５) 入札の無効（資格不適格） 工事費内訳書で積算した工事価格（税抜）及び入札金額は、一致していなければならないこ

と。一致していない場合は、入札を無効とすること。ただし、工事費内訳書で積算した工事価格（税抜）の千円未満の端数の

整理をしたことにより一致していない場合は、無効としないこと。 

(６) 落札者の決定方法 １(７)の予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行った者のうち、３(４)アにより算定した評

価値が最も高い者であって、開札の後に行う入札参加資格の確認によって２に示した入札参加資格があると確認された者を落

札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によってはその者により契約の内容に適合した履行がなされないおそれ

があると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適

当であると認められるときは、１(７)の予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行った他の者のうち、評価値が最も高

い者を落札者とすることがある。 

(７) 契約書作成の要否 要 

(８) 入札保証金及び契約保証金 

ア 入札保証金 免除する。 

イ 契約保証金 納付すること。ただし、会計規則（平成４年岩手県規則第21号）第113条第１項各号に掲げる担保の提供を

もって契約保証金の納付に代えることができる。また、同規則第112条第１号又は第２号に掲げる場合は、契約保証金の納

付を免除する。 

(９) １に示した工事に直接関連する他の工事の請負契約を１に示した工事の請負契約の相手方との随意契約により締結する予

定の有無 無 
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(10) 契約の締結 この公告に係る契約は、岩手県議会において、当該契約に係る議案が可決されたときをもって締結すること

。 

(11) 契約締結後の技術提案 

  ア 受注者は、契約締結後に設計図書に定める工事目的物の機能、性能等を低下させることなく請負代金額を低減することを

可能とする施工方法等に係る設計図書の変更について、発注者に提案することができる。 

  イ アの提案が適正と認められた場合は、設計図書を変更するとともに、必要があると認められるときは、請負代金額の変更

を行うものとする。 

  ウ 受注者が総合評価の技術提案とした事項は、契約締結後の技術提案の対象外とする。 

 (12) 関連情報を入手するための照会窓口 ４(１)に同じ。 

(13) 入札参加に要する費用 入札に参加することを希望する者の負担とし、本件入札が中止された場合であっても、当該費用

は、補償しない。 

(14) その他 詳細は、入札説明書による。 

６ Summary 

(１) Subject matter of the contract: 

Construction work of the coastal seawall in the Nagahama area of Ofunato Port（No.2） 

(２) Time-limit for the submission of application forms and relevant documents for qualification by 

electronic bidding system: 

   12:00 p.m., 28 September, 2018 

(３) Time-limit for the submission of tenders by electronic bidding system: 

From 9:00 a.m., to 5:00 p.m., 22 October, 2018（Tenders brought by hand must arrive by 5:00 

p.m., 22 October, 2018, and tenders submitted by mail must arrive by 5:00 p.m., 22 October, 

2018) 

(４) Contact point for the notice: 

Office of General Affairs, Department of General Affairs, Iwate Prefectural Government, 10-1 

Uchimaru, Morioka-shi, Iwate 020-8570 JAPAN TEL019-629-5058 
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1 / 2 ページ

ニシマツケンセツ

ゴヨウケンセツ

フドウテトラ

アオミケンセツ

トウヨウケンセツ

トウアケンセツコウギヨウ

ホンマグミ

ダイホウケンセツ

場所

平成30年10月23日 午後 1時39分

岩手県電子入札システム

開札の日時及び場所

競争入札参加業者一覧

工事番号

工事名

日時

大船渡港永浜地区海岸防潮堤（その２）工事

30-1-0605-00024

98－180051 東京都中央区佃２‐１‐６

00－001100 西松建設（株） 東京都港区虎ノ門１‐２３‐１

三井住友建設（株）・梨子建設
（株）特定共同企業体

00－001150 五洋建設（株） 東京都文京区後楽２‐２‐８

00－001868 （株）不動テトラ 東京都中央区日本橋小網町７‐２　ペン
テルビル

00－002245 あおみ建設（株）

98－180052 東京都港区芝２‐３‐８　臨海ビル

東京都港区海岸３‐１８‐２１　ブライ
トイースト芝浦

りんかい日産建設（株）・村本建設
（株）特定共同企業体

00－002405 東洋建設（株）

00－002429 東亜建設工業（株）

東京都江東区青海２‐４‐２４　青海フ
ロンティアビル１２・１３Ｆ

東京都新宿区西新宿３‐７‐１　新宿
パークタワー３１階

00－002475 （株）本間組

00－002520 大豊建設（株） 東京都中央区新川１‐２４‐４

新潟県新潟市中央区西湊町通三ノ町３３
００‐３
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2 / 2 ページ

オオモトグミ

アオキアスナロケンセツ

フクダグミ

ワカチクケンセツ

トダケンセツ

場所

平成30年10月23日 午後 1時39分

岩手県電子入札システム

開札の日時及び場所

競争入札参加業者一覧

工事番号

工事名

日時

大船渡港永浜地区海岸防潮堤（その２）工事

30-1-0605-00024

00－002646 （株）大本組 岡山県岡山市北区内山下１‐１‐１３

00－002843 青木あすなろ建設（株） 東京都港区芝４‐８‐２

00－003057 （株）福田組

98－180053 大阪府大阪市西区西本町２－２－４

新潟県新潟市中央区一番堀通町３‐１０

（株）錢高組・豊島建設（株）特定
共同企業体

00－003650 若築建設（株） 東京都目黒区下目黒２‐２３‐１８

00－003800 戸田建設（株） 東京都中央区京橋１‐７‐１
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